
－ 1－

１．はじめに

国際連合（国連）により 1993 年になされた国民経済

計算（SNA）に関する勧告（93SNA）では、教育に見られる

ような非市場サービスの産出（以下、実質ベースの産出

をアウトプットという）について、投入を産出としてき

た慣習的方法からの脱却を促している。その背景には、

税金を投入して供給されているこうした公共サービスの

生産性が問われていることがある。欧州連合（EU）におい

ても 93SNAを受け、EU統計局（Eurostat）が 1995年に「The 

new European System of National and Regional Accounts

（ESA95）」を発表し、産出を投入で評価するのではなく、

量的指標により直接計測する Direct Volume Measurement

（DVM）へ移行することとしている。

このような状況下、例えばイギリスでは、達成度テス

トの伸び率を使用し、質も考慮に入れたアウトプットの

実態の把握に努めている。わが国においては、非市場サ

ービスの生産性把握の重要性は認識されているものの、

こうした方法を取り入れたアウトプットの計測の研究は

まだ緒についたばかりである。

本研究の目的は、わが国の教育の産出量法 1 を用いた

アウトプット計測を試行し、議論の材料を提供するとと

もに、わが国の国民経済計算（JSNA）への応用可能性

を検討することにある。すなわち、教育の生産性の計測

に関する先行研究を踏まえ、量的指標を用いたアウトプ

ット計測をおこなうとともに、質調整についても検討す

る。国連が 2008 年に勧告した 08SNA では、非市場サー

ビスのアウトプットを産出量法により計測することが推

奨されている。JSNA の枠組みでも、例えば義務教育が

こうした非市場サービスにあたることから、本研究では

産出量法による義務教育のアウトプットの計測に焦点を

あてる。

Eurostat が提唱している授業時間数と生徒数を使用し

た量的計測では、少子化が進むとともに、教育制度の変

更により授業時間数が短縮されてきたわが国では、長期

的なアウトプットの低下が計測される結果となった。一

方、質的指標として「全国学力・学習状況調査」の結果

データを使用し質調整をおこなったアウトプット計測も

試みたが、調査の実施の歴史が浅く十分な長さの時系列

がないこと、調査の設計が項目応答理論（IRT）2 に基づ

いておらず、教育の質の変化を捕捉する目的には必ずし

も向いていないことなどの限界があり、検討に十分な結

果を得ることはできなかった。

わが国においては、教育のアウトプットとは何か、そ

れをどのように計測すべきかの議論がこれまで必ずしも

十分なされてきたとはいえない。これらについて、広く

コンセンサスを得ていくことが、今後の課題である。

本研究では、データの収集には苦心したところであり、

実際十分な推計をおこなうに足るデータを収集できたと

はいいがたい。教育の生産性を計測することを通じてそ

の重要性を認識するためにも、まずはできるだけ厳密な

アウトプットの推計が必要である。そのため、「全国学力・

学習状況調査」については、年次間でデータの比較を可

能にする IRT の採用と同時に、家族関係や本人の健康

状態、生活環境など多岐にわたるデータが収集されるこ
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とが望まれる。

本研究の構成は、以下のとおりである。2 章で、アウ

トプットとアウトカムの違いを確認した上で、先行研究

について概観する。3 章で諸外国とわが国での教育のア

ウトプット計測の現状について確認する。4 章は、義務

教育を対象に量的指標と質的指標を用いてアウトプット

計測の試みをおこなう。5 章では、推計結果を踏まえ教

育のアウトプット計測のために必要な検討やデータなど

を整理して考察する。6 章はまとめである。

２　アウトプットの考え方と先行研究

はじめに、サービスの効果（effectiveness）と効率

（efficiency）、及びアウトプットとアウトカムの概念につ

いて確認する。その後、先行研究について整理する。

２．１　アウトプットとアウトカムの違い

イギリスをはじめとする欧州諸国では、費用対効果

（Value For Money (VFM)）として政府サービスの効果の計

測が注目されている。政府サービスの効果（effectiveness）

は、税金を投入してサービスが提供されていることから、

明確にされることが望ましいとの認識がある。また、サ

ービスを合理的に提供することができているか否かとい

う意味での効率性（efficiency）も重要になる。

藤澤（2012）にあるように、アウトプットもアウトカ

ムもインプットがはじめにあり、プロセスを経て得られ

るものである。例えば、教育におけるアウトプットは、

授業の中で伝達された知識や技術である。これに対して

アウトカムは、アウトプットの結果得られるさまざまな

効果である。具体的には、テストのスコアや教育を受け

た人が得る所得などがそれである。

教育のアウトカムは、図表 1 のように、さらに直接ア

ウトカムと間接アウトカムに分類できる。直接アウトカ

ムは、直接的に教育の結果として反映される効果であり、

テストのスコアや取得した学位の数などで表わされる。

これに対して、間接アウトカムは、教育の範囲にとどま

らない、将来の雇用状態や生涯年収、GDP への貢献度、

成熟した市民などの形で成果が表れるものである。間接

アウトカムの一部は、アウトプットとの関係を観測する

ことが難しい。例えば、将来の雇用状態や生涯年収にど

の程度、今年の教育のアウトプットが寄与するかを検証

するためには、教育以外の多数の要因をコントロールす

る必要がある。同時に、膨大なデータも、これらの検証

のために必要となり、実現するためのデータ制約が一段

と大きくなる。

ここで注意しなればならないのは、アウトカムには教

育の成果とは異なる生徒の属性に関する要因が含まれる

点である。すなわちスコアや学位等は、教育の成果であ

る一方、本人の素質や努力にも依存するものである。

２．２　先行研究

各国の教育の効果計測に係る研究動向を概観するに、

費用効果分析（Cost-Effectiveness Analysis（CE 分析））、

費用便益分析（Cost-Benefit Analysis（CB 分析））、教育

投資プロジェクト分析などの分析が主におこなわれてい

る。CE 分析では、教育を投資と考え、その教育投資が

どのような効果を上げているかを計測するものである。

CB 分析は、投入された費用と便益により評価をおこな

うもので教育収益分析でもある。CB 分析では、教育の

成果を金銭に換算して考えるが、CE 分析の場合、教育

の成果の捉え方が必ずしも金額表示ではないことが、

CB 分析と異なる点である。これに対して定性的な分析

として、教育投資プロジェクト分析のような教育投資の

評価がどのような影響を与えているかを事例分析するも

図表１：アウトプットとアウトカム

出所：Schreyer（2010b）を参考に加工
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のがある。

本研究のアウトプット計測は、教育の効果を計測する

ものではないが、CE 分析が比較的分析手法が似ている

ことから、この分析の先行研究をまず確認する。この

CE 分析はさらに 2 つのタイプに分類することができる。

1 つは、教育の生産関数分析であり、もう 1 つは教育と

労働市場分析である。

①　教育の生産関数分析

教育の成果を考える場合、通常の財と同様に生産関

数を想定することになる。教育の生産関数分析は、試

験の結果や評価などを被説明変数とし、教育時間や教

員の質、教育環境や生活環境などを説明変数として投

入し分析するものである。この研究は海外では多くみ

られ、教員の質と教育効果を計測した Hanushek（2002）

や教育の質と賃金との間に正の相関があることを検証

した Card&Krueger（1992）などがある。わが国では、

データの制約から研究例は少ないが、学習塾が高校進

学に与える影響を研究した盛山・野口（1984）や大学入

試での数学の選択がその後のキャリアに与える影響を

研究した浦坂・西村・平田・八木（2002）などがある。

②　教育と労働市場の分析

教育の成果が実際に評価されるのは労働市場である

と考えて、人的資本モデルを中心理論として教育を分

析する研究も多い。労働者が得る賃金は、過去に蓄積

された人的資本の水準に大きく左右されるとして、

Mincer（1974）は、賃金が教育年数や勤続年数等によ

り影響を受けるとして賃金関数を推計している。この

ほか、クロスセクションデータに基づき、賃金の 1％

の上昇のためには何年の追加的な教育年数が必要かの

研究をした Hashimoto&Raisian（1985）や、パネルデ

ータを利用した Jorgenson&Fraumeni（1989）などの研

究もある。

このような研究は長期にわたるデータが必要であり、

欧米では研究が進んでいるものの、わが国ではまだ研

究の数は多くない。その中で、独自のデータを収集し

名門大学出身者が労働市場で優位にあることを研究し

た樋口（1994）などがある。

以上のような研究がある中で、SNA における教育の

アウトプット計測は、93SNA 以降、各国の国民経済計

算部局等により産出量法による研究や試行が進められて

いる。このような研究の例として抽象的ではあるがアウ

トプット計測の方向性を示した Atkinson（2005）やイギ

リスの国家統計局（ONS）（2007）、Schreyer（2010a）が

ある。また、具体的な例として、Atkinson（2005）の批

判を受けて改良したイギリスのアウトプット計測の推計

方法を提示した Baird et al.(2010) や、量的指標を細分化

して質変化を反映させる手法を提言している Schreyer

（2011）がある。

３　諸外国の動向とわが国の現行の推計法

ここでは、93SNA 以降、非市場サービスの生産性の

把握という観点から勧告された内容と、08SNA におい

て勧告された産出量法について整理する。また、諸外国

の取り組みと、JSNA の推計法の現状を概観する。

３．１　93SNA 以降の教育のアウトプット計測

93SNA は、非市場サービスについて、生産性という

観点からアウトプット計測に触れている初めての基準で

ある。中でも教育は、その典型として 93SNA において

具体的に名前が挙がっているサービスの 1 つである。多

くの国では義務教育を始め教育に財政からの資金を投入

しているため、そのアウトプット、ひいては生産性を計

測することは重要な課題である。Eurostat も、93SNA の

後に ESA95 を策定し、DVM による推計方法を推奨して

いる。

その後、2008 年に国連が改訂した SNA（08SNA）では、

93SNA の抽象的な内容から一歩踏み出し、具体的に産

出量法という名称で DVM の活用を勧告している。産出

量法とは、計測対象を量的に把握しコストによる重み付

けをしてアウトプットを推計する方法である。この方法

は、単に産出＝投入としてきた慣習的な手法から脱却す

るもので、SNA の計数と整合性のある形でのアウトプ

ットの推計が可能となる。

しかし、08SNA においても何を量的指標とするか、

また計測対象をどのように決定するかの記述はなく、各

国の状況に応じた計測対象の決定と計測手法の開発が必

要である。

３．２　諸外国の動向

93SNA や ESA95 を受けて、1998 年にイギリスの ONS

で General Certificate of Secondary Education（GCSE）3 の

　　　　　　　　　　
3 GCSE は達成度を測る意味合いを持つ、中等教育終了時（16 歳）におこなわれるテストを含むイギリスの統一的な評価の枠組みである。

1988 年からおこなわれており、合格の場合は A*（最高）から G（最低）の評価となる。
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結果を用いた教育のアウトプット計測の試みが始まる。

この試みに対して 2005 年には Atkinson（2005）のレポ

ートがあり、2006 年には経済協力開発機構（OECD）主

催の「教育および医療における非市場産出の計測に関す

るワークショップ」4 が EU 諸国を中心とした参加により

開催された。

図表 2 は、この 2006 年段階における各国の SNA での

教育のアウトプットの計測手法状況一覧である。この時

点では、まだ質調整を考慮した計測に関しては取り組み

をおこなっていない国が多く、先行している国としてス

ウェーデン、イギリスなどが挙げられている。

イギリスの ONS の試みに対して、Atkinson（2005）

は出席率での補正やイギリス 4 州のうちイングランド 1

州のみの GCSE の結果を使用する質の調整のあり方へ

の疑問を投げかけている。ONS（2007）も、地域性の無

視や達成度テストの利用の仕方などを改善する必要があ

ることを認識しており、Baird et al.(2010) で質調整をお

こない改良したアウトプット計測を試み、その結果を公

出所： New Zealand Statistics（2011）より加工

出所： New Zealand Statistics（2011）より加工

図表２：2006 年時点の SNA における教育アウトプット推計の状況

図表３：2011 年における SNA における教育アウトプット推計の状況

　　　　　　　　　　
4 2006 年 10 月 3 日から 5 日までロンドンにおいて開催された。

 http://www.oecd.org/document/34/0,3746,en_2649_33715_36450978_1_1_1_1,00.html
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出所：総務省「平成 17 年（2005 年）産業連関表部門分類・コード表（基本分類・統合分類・特殊分類）」より加工

図表４：産業連関表部門分類コード表（抜粋）

開している。しかしながら、このアウトプットの計測方

法を SNA の推計に組み込むには至っておらず、その困

難さを裏付けている。

Schreyer（2010b）は、2011 年時点での各国の教育ア

ウトプット計測に関する取り組み状況を調査し報告して

いる。図表 2 とは調査主体も調査方法も異なるため単純

な比較はできないが、図表 3 から 2011 年においては、

多くの国が少なくとも量的計測に移行していることがわ

かる。Schreyer（2010b）は、SNA に実装しているか否

かを主眼に調査をしているが、質の調整を考慮した計測

や、計測範囲を中等教育・大学／専門職業教育だけでな

く初等教育に拡大した国が、2006 年と比較して増加し

ていることがわかる。加えて、2006 年の段階で質調整

を試みている国でも、SNA 実装には慎重であることも

わかる。

３．３　わが国の現行の推計法

08SNA では、非市場サービスについて産出量法を適

用したアウトプット推計を推奨しているが、JSNA にお

いては、教育のうち政府及び非営利団体（私立学校）が

担う部分のアウトプットは、費用の積み上げから導かれ

るものであり、現状では、産出量法を用いたアウトプッ

ト推計はなされていない。

図表 4 は平成 17 年産業連関表における教育に関連す

る部門分類で、現行の JSNA では、これらのデータを基

礎として推計がおこなわれている。

本研究では、現行の推計対象の一部である義務教育部

分の推計を産出量法によるアウトプット計測の対象にす

る。義務教育は、教育の範囲の中においてもまさに非市

場サービスであることから産出量法の検討対象となる部

分である。また、図表 5 のように教育支出に占める割合

が大きく、国民全員が受けるサービスとして極めて重要

な位置づけにあることも選定の理由である。

義務教育のアウトプットを推計するには、適切な量的

指標や質的指標を選択する必要があり、専門家や関係者

を含めての議論が望ましいが、ここでは現時点で入手で

きるデータを使用してできる限りの推計をおこなう。

図表５：学校種別学校教育費（2007 年度）

1.7%

45.3%

25.0%

6.3%

21.2%0.1%

0.3%
0.0%

0.1%

出所：文部科学省「地方教育費調査」より加工
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４　教育のアウトプット計測の試み

本章では、教育のアウトプット計測にあたり、政府が

担う教育サービスの中で最も大きな割合を占める義務教

育に絞り計測を試行する。義務教育はこうしたサービス

に占める支出の割合が大きいばかりでなく、その効果に

関して広く国民の関心が寄せられているところである。

ここでは、まず量的指標を用いたアウトプット計測を

試み、次に質的指標を用いて質調整をおこなったアウト

プット計測を試みる。

４．１　量的指標を用いたアウトプット計測

量的指標を用いたアウトプット計測には、Cost-Weighted 

Output Index（CWOI）が広く用いられている。CWOI に

よる教育のアウトプット計測は、児童・生徒数を量的指

標とすることが一般的である。ここでは、児童・生徒数

によるアウトプット計測と Eurostat が提唱した授業時間

数と生徒数によるアウトプット計測を試みる。

４．１．１　児童・生徒数によるアウトプット計測

まず CWOI のモデル式を確認し、児童・生徒数によ

るアウトプット推計を試みる。

（１）CWOI のモデル式

CWOI は、量的指標を平均加重費用によって加重平均

した指数である。CWOI のモデル式は、以下のとおりで

ある。X は量的指標をあらわし、C は平均加重費用（以

下、単位コストという）をあらわしている。また、j は

地域別を、t は基準年を、n は時点変化をあらわしている。

   （1）　

CWOI の分母は、基準年の単位コストと量的指標であ

る児童・生徒数を乗じた総和とする。分子は、この基準

年の単位コストと各時点の量的指標をそれぞれ乗じた総

和とする。CWOI は、基準年の単位コストを使用するこ

とで、価格の変化を排除し、量的指標の変化によりアウ

トプットの変化を捉えようとするモデルである。よって、

量的指標が増加するとアウトプットは増加し、量的指標

が減少するとアウトプットは減少する特徴がある。

さらにこのモデル式では、基準年のウェイトが基準と

なるため、基準年が変化した時に CWOI の推計結果が

大きく影響を受ける可能性があることに注意する必要が

ある。

（２）児童・生徒数の推移

わが国の義務教育期間は、6 歳から 15 歳までの 9 年

間であり、前期 6 年間は小学校、後期 3 年間は中学校で

教育を受ける。この期間の生徒の数は図表 6 のように

年々減少している。特に、1980 年代後半以降は、一貫

して減少傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究所の

「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」によれば

当面増加する見込みがない。

図表 6 の②の中学校に関しては、①の小学校とほぼ同

様の生徒数減少の傾向が一定のタイムラグをおいて見ら

れるが、1980 年代後半と 2000 年前後の落ち込みなど、

若干異なる傾向が観察される。

まず、1980 年代初頭に公立の中学校の生徒数が減少

傾向を示していることが観察される。この理由は必ずし

も定かではないが、1980 年に出された文部省初等中等

教育局長・文部省社会教育局長通知「児童生徒の非行の

　　　　　　　　　　
5 http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t19801125001/t19801125001.html（アクセス月日：2012 年 3 月 29 日）

図表６：児童・生徒数の推移

①公立小学校の児童数推移
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防止について 5」は、当時の荒れる中学校に関して非行

の防止を求めており、こうした学校の状況が一つの要因

になっている可能性が考えられる。他方、近年では、大

都市部を中心に中学受験による私立学校への移行も目立

っており、首都圏の私立中学校の募集定員も年々増加し

ている（図表 7）。また、小学 6 年生に占める中学校受

験生の割合（受験率）は、リーマンショックが発生した

2008 年までは上昇傾向にあり、2009 年以降も減少した

とはいえ約 17％を維持しているなど、一定数が私立中

学校を選択する傾向にある。こうしたことが、特に

2000 年代前半の公立中学校生徒数の落ち込みの一つの

要因となっているものと推察される。

（３）単位コストの推計

単位コストは、以下のように推計した。

まず、総務省「地方財政統計年報」の「目的別・性質

別歳出」のうち、目的別「小学校」「中学校」に含まれ

る性質別の項目「人件費」「物件費」「維持補修費」の合

計をそれぞれ小学校と中学校の教育に係る費用とした。

厳密には、性質別の項目「学校給食」も対象とすべきで

あるが、小学校と中学校の内訳が分からないことから合

算していない。これについては、「学校給食」の費用が

少額である点、その動向が「人件費」「物件費」「維持補

修費」の合計に比例すると仮定することができる点から、

ウェイトとして用いる目的では問題ないと考えている。

図表９：児童・生徒数による CWOI
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図表８：単位コスト指数の推移
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出所：総務省「地方財政統計年報」より加工推計

図表７：首都圏（1 都 3 県）の私立中学校の募集定員と
受験率の推移
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これを、文科省の「学校基本調査」による小学校の児

童数と中学校の生徒数で除して 1 人当たりの教育平均費

用、すなわち単位コストを推計した。以上のような推計

の結果得られた単位コスト指数の推移は図表 8 のとおり

である。

（４）児童・生徒数による推計結果

量的指標に児童・生徒数を用いて、地方財政統計等よ

り推計した単位コストを使用して CWOI の推計をおこ

なった。基準年を 2000 年として、CWOI を推計した結

果が、図表 9 である。小学校においては、1980 年後半

以降は、アウトプットは横ばいの傾向にある。一方、同

時期の中学校においては、ややアウトプット減少幅が大

きい。その結果、全体のアウトプットが比較的なだらか

に減少している。

４．１．２　Eurostat 方式によるアウトプット計測

Eurostat（2001）では、学生数に授業時間数を乗じたも

のを量的指標としてアウトプットを計測することを具体

的に提言している。そこで、上記で試みた児童・生徒数に

よる推計を基礎に、標準授業時間数を考慮して計測する。

（１）Eurostat 方式のモデル

この方式では、モデル式（1）の X が、下記のように

変化する。x1 は、児童・生徒数をあらわし、x2 は、授

業時間数をあらわす。

 X＝x1x2 （2）　

この（2）式をモデル（1）式に代入した式をもとに、

推計をおこなう。

（２）標準授業時間数の推移

授業時間数には 2 種類考えられる。1 つは授業時間数

そのもの、もう 1 つは授業時間数と指導や補講などの授

業以外の教育活動の時間数を合わせた「合算教育時間数」

である。

義務教育における授業時間数については、学校教育法

施行規則により標準授業時間数が定められている。一方、

わが国では、授業以外の教育活動に費やされた時間数に

関わる包括的な調査はおこなわれておらず、合算教育時

間数を推計することは難しい。例えば、クラブ活動や修

学旅行・短期国際交流などの時間も教育の一環とみなさ

れるが、これらの活動時間数を知ることのできるデータ

は乏しい。

以上より、本研究では標準授業時間数を使用する。こ

の標準授業時間数は、時代と共に変化している。戦後、

1947 年に教育基本法と学校教育法が成立し、標準授業

時間数を含む具体的な教育内容を示すガイドライン「学

習指導要領・試案」が、アメリカの Course of study を参

考に作成された。しかし、当時の文部省（現：文部科学

省（文科省））が打ち出した 1958 年の学習指導要領改訂

により標準授業時間数は増加された。1970 年代までこ

の増加傾向が継続した後、1977 年の学習指導要領から、

学習指導要領が改訂されるたびに標準授業時間数は削減

される。

2002 年には公立小・中学校の週休 2 日制実施に伴い、

特定の科目では標準授業時間数の 30％削減という大幅

な削減がなされた。この結果、義務教育の標準授業時間

数は、小学校で 5,367、中学校で 2,940 となり、最も長

かった 1970 年代より小学校で 12.5％、中学校で 16.8％

の削減となった。しかし、その後新たな学習指導要領の

実施に伴い、2011 年に標準授業時間数は増加に転じて

いる。その推移を表したのが、図表 10 である。

（３）Eurostat 方式の推計結果

量的指標を児童・生徒数と授業時間数の積とする

Eurostat 方式による CWOI は、図 11 のとおりである。

図表 10：標準授業時間数の推移
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児童・生徒数を量的指標とした計測より一段とアウトプ

ットの減少幅が大きい。これは、少子化の影響により児

童・生徒数が減少傾向にある上に、授業時間数が減少し

たからである。

４．２　質的指標を用いたアウトプット計測

ここでは、質の調整をしたアウトプット計測を考える。

まず、教育の質とは何かを鳥瞰し、本研究で取り扱う教

育の質について明確にし、質的指標を取り入れた推計を

おこなう。

４．２．１　教育の質指標

教育のアウトプットの質を直接観察することは難しい。

そのため、その代理指標として、それを反映すると考え

られるアウトカム指標がしばしば用いられる。教育のア

ウトプットは教育レベル別の知識や技術の移転であるた

め、量的指標として児童・生徒数や授業時間数を使用す

るのは妥当と言える。一方、質的指標はそのとらえ方に

より様々である。

図表 1 にあるように直接アウトカムである試験のスコ

アや学位数のほか、間接アウトカムである雇用の状態や

生涯年数なども挙げられる。

本研究では、現状使用できるデータを前提に教育の質

的指標として学力調査の結果を取り上げる。学力調査の

結果を教育の質の指標とする場合、図表 12 にあるよう

に複数の候補がある。

（１）学力調査について

現在わが国では、国際機関による学力調査と文科省に

よる学力調査が実施されている。図表 12 は、わが国で調

査結果を入手できる学力調査の一覧である。中でも他国と

の比較が可能であり、かつ参加国内での順位が発表され

る OECD の Programme for International Student Assessment

（PISA）6 は、一般によく知られた学力調査である。

PISA は、実施年により調査項目が変化するが、基本

的には総合読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシ

ーを計測している。しかしながら、実施年が 3 年に 1 度

というデータ制約がある。PISA の点数は参加国の平均

を 500 点に換算して、各国の点数を算出するという方法

を取って、比較をしやすい工夫がなされている。このよ

うに PISA の調査設計は IRT に対応しているが、参加国

の変動があるため、異なる実施年の PISA の結果の単純

比較は難しい面もある。

一方、わが国で実施されている代表的な学力調査は、

「全国学力・学習状況調査」である。この学力調査は、

歴史は浅いが毎年実施される。また、PISA をはじめと

する国際機関の学力調査が国レベルのデータしか得られ

ないのに対して、都道府県ごとの結果が得られるという

特色もある。反面、調査設計に IRT を採用していない

図表 11：Eurostat 方式による CWOI
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6 PISA は、OECD 生徒の学習到達度調査と訳され、義務教育終了段階の 15 歳を対象に各国で実施されている。「知識や技能を、実生活の

様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかどうかを評価」するもので、3 年ごとに実施されている。
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という欠点もある。

SNA として教育のアウトプット推計をおこなうにあ

たっては、毎年のデータが入手できる点、また地域性を

配慮できる点は、魅力的である。このため、IRT に未対

応という欠点はあるものの、本研究では「全国学力・学

習状況調査」を教育の質の指標として利用することとす

る。

（２）全国学力・学習状況調査とは

「全国学力・学習状況調査」では、小学 6 年生は国語

と算数、中学 3 年生は国語と数学の 2 教科の学力調査を

おこなっている。それぞれ、A 問題と B 問題に分かれ

図表 14：全国学力・学習状況調査の平均正答率の推移
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出所：文部科学省「全国学力・学習状況調査」

図表 13：わが国の PISA の結果の推移
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図表 12：わが国で利用できる学力調査

出所：文部科学省・国立教育政策研究所の HP を参考に作成
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ており、A 問題は知識、B 問題は活用に関する問題とな

っている。

この調査は、2005 年から悉皆調査として 2007 年まで

毎年実施された。その後、サンプル調査に切り替えられ

ている。しかしながら、現場での実施要望が高いため、

希望する学校には問題冊子を配布しており、多くの小学

校 6 年生と中学校 3 年生が参加している。2011 年は、

東日本大震災のため中止とされたものの、希望する学校

には問題冊子が配布され、それを独自に調査に活用した

自治体もある。2012 年には調査対象に理科が加わり、

2013 年には再び悉皆調査にするか否かが議論されてい

るところである。

この調査は、PISA のように IRT を採用していない点

が、難点である。そのため、毎年実施されている調査の

比較が難しい。例えば、図表 14 のように、平均正答率

が上下するのは調査対象の児童・生徒の特性の変化によ

る影響なのか、テストの難易度による影響なのかを分離

して分析することができない。

４．２．２　質的指標を用いた推計

義務教育の質を直接捉えることは難しいが、本研究で

は、教育の質の代理指標として「全国学力・学習状況調

査」の結果を使用して、Quality Adjusted CWOI（QACWOI）

を推計した。ここで問題となるのが、「全国学力・学習

状況調査」が IRT に基づいていないため、異なる時点

の結果を厳密な意味で比較することが困難であることで

ある。本来は、IRT に基づく平均正答率を用いるべきで

あるが、今回はこの問題を不問とした。

（１）質調整のモデル式

質的指標を用いる枠組みとして、CWOI の枠組みに質

の調整を加味した QACWOI を用いる。そのモデル式は、

以下のとおりである。X は量的指標をあらわし、C は単

位当たりのコスト、ｑは質的指標をあらわしている。ま

た、j は地域別を、t は基準年を、n は時点変化をあらわ

している。

   （3）　

QACWOI は、CWOI のモデル式を踏襲し、分子に質

の変化を乗じることにより質調整している。QACWOI

は、基準年の一人当たり教育費を使用することで、価格

の変化への影響を排除し、量の変化と質の変化を取り込

んでいるモデルである。しかし、このモデルでは量の変

化と質の変化が混在しており、量の変化率と質の変化率

が同等に扱われる。この様に、量と質が同等に扱われる

ことの妥当性は検討する余地がある。また QACWOI は

CWOI の拡張構造であることから、すでに上述した単位

コストに関わる問題も持っている。

（２）全国学力・学習状況調査の結果による質調整

「全国学力・学習状況調査」は歴史が浅いため、基準

年を 2007 年として推計した。使用したデータは、質的

指標以外は CWOI と同様で、量的指標には児童・生徒

数を用いている。推計結果は、図表 15 のとおりである。

平均正答率を質指標として用いた QACWOI の結果は、

推計期間が短いこともあるが、必ずしも一定の傾向を示

していない。量的指標として児童・生徒数を利用した

CWOI の結果（基準年 2007 年とし再推計）と質的指標

を用いた QACWOI の結果を比較した図が、図表 16 で

ある。上述のように、分析期間が短いため、このグラフ

のみで推計の妥当性を判断するのは難しく、さらなる検

証が必要である。

注意しなければいけない点は、この推計結果に影響を

与える要因として、児童・生徒の属性や家庭環境などが

考えられるが、ここではこうした教育以外の要因がコン

図表 15：全国学力・学習状況調査を用いたアウトプット
計測
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トロールされていないということである。今後、「全国

学力・学習状況調査」を使用する場合は、こうした要因

をコントロールするため、回帰分析等をおこなうなどし

て質の調整を試みる必要がある。

５　教育のアウトプットの計測に向けて

本研究では、アウトプット計測にあたり量的指標と質

的指標の両方を用いた計測を試みた。ここでは、試行の

結果を踏まえながら、教育のアウトプット計測をする場

合の課題を整理して、本格的なアウトプット計測に向け

ての提言をおこなう。

５．１　質の調整に関する課題

今回、教育の質の代理指標として使用した指標は、「全

国学力・学習状況調査」の結果である。しかし、この結

果が表す質は、教育における学習活動という、全体の活

動の一部の質でしかない。これ以外にも、体力増進や社

会性の醸成に係る活動など、教育の質として捉えるべき

活動の範囲は多面にわたる。

教育が含む活動は多様であるため、学習活動のような

例を除くと、個々の活動の質を観察する、あるいはそれ

に対応する代理指標を見つけることは、実際には困難で

あるという問題がある。さらに、教育のアウトプットの

計測方法を議論すべきという考え方は、我が国ではそれ

ほど大きくなかったという経緯がある。こうしたことか

ら、その計測に関する議論は、これまでのところ十分に

なされているとは言えないのが現状である。

しかし、教育の現状を把握するためには、こうした議

論は必要であり、本研究の問題意識にも結び付くところ

である。今後、教育の専門家や現場の担当者などを交え

て、教育のアウトプットの計測に関する議論が進むこと

を期待する。

５．２　データに関する課題

教育のアウトプットの計測については、それに必要な

データ、とりわけ質に関するデータの入手が困難という

問題を抱えている。

今回、質の代理指標として使用した「全国学力・学習

状況調査」の結果は、都道府県レベルでしか公表されて

いない。同じ都道府県内でも 1 クラス当たり児童・生徒

数等で地域差があるはずだが、現状では、都道府県ごと

の集計データしか入手できないため十分な分析が難しい。

アウトプットの質調整を十分な精度でおこなうために

は、こうした学習活動に係るデータの他、体力テストや

学校環境情報データ等について、学校単位または市町村

単位でのデータが得られることが望ましい。また、学習

活動については、民間企業が実施するテストの結果の活

用も考えられる。いずれにしても、アウトプットに関す

るデータの整理と公開が一層進むことを期待する。

「全国学力・学習状況調査」については、サンプル調

査から従来おこなわれていたような悉皆調査へ回帰する

議論もなされているが、学力・学習状況のみの悉皆調査

よりも、それらに加えて学習環境等のデータを備えたサ

ンプル調査のほうが、教育の成果を分析する場合におい

てはデータの制約が改善する面もある。

また、「全国学力・学習状況調査」の結果を質指標と

して用いるためには、調査設計段階での IRT 対応が必

要となる。この調査では、PISA のような家庭環境等の

データを収集することが現在検討されている。同時に、

児童・生徒の特性に関するデータが整備されると分析の

精度が上昇する。今後のデータ整備に期待したい。

今回、CWOI ならびに QACWOI を推計するにあたり、

費用に関するデータとして地方財政統計を使用した。し

かし、一部の項目が小学校と中学校に分割できないため

にコストウェイトの推計上一定の仮定を置く必要がある

など、限界もあった。こうした費用面のデータ公開が進

むことも期待したい。

５．３　国民経済計算への導入に関する課題

例えばイギリスでは、Baird et al. (2010) に示された産

出量法による教育の質調整アウトプット計測を SNA に

導入すべく推計体系を見直しており、2014 年を目標に

SNA に実装する予定である。

JSNA における教育のアウトプットの推計については、

本研究で試みたような産出量法を適用するには課題が多

い。わが国の場合、まずデータの充実に加え妥当な推計

法を工夫していく必要がある。次に、JSNA にどのよう

に導入するかについての検討が必要である。図表 3 にあ

るように、産出量法によるアウトプット計測を SNA に

導入している国も増加している現状を踏まえつつ、アウ

トプットの推計方法について検討していく必要がある。

JSNA の年次推計に必要なデータを適時に得られるか

という観点から見ると、量的指標である児童・生徒数に

ついては「学校基本調査」を利用できる。この統計は、

毎年計数が公表され、また過去に遡って計数を得ること

ができるという点で利用しやすい。原理的には、義務教

育の部分を現行の推計法から切り出し、この部分に産出

量法によるアウトプット計測を量的指標のみを使用して

適用することは可能と考えられる。
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一方、質的指標に係る統計は、多数あるものの利用し

にくい面がある。例えば既に述べた「全国学習・学力基

本調査」は、毎年公表されるものの、歴史が浅いため長

期推計には使用できない。調査方法がしばしば変更され

ているために統計の性質が変わってしまうことや、IRT

に対応していないことも問題である。しかし、これらの

問題は、回帰分析等の利用等の推計上の工夫により改善

できる可能性もある。質調整を考慮したアウトプット計

測の試作について議論を深めることも一策である。

JSNA での利用には、一定の内容の統計が長期にわた

り毎年継続的に得られることが重要であるため、関係省

庁との連携を密にし、JSNA を前提にしたデータ収集法

や加工法に関する議論をしていくことも必要である。

６　まとめ

本研究では、08SNA で勧告されている産出量法によ

り非市場サービスである教育のアウトプット計測を試み

た。CWOI により 3 種類の量的指標を用いて計測を試み

たが、いずれも長期的には右肩下がりの傾向となった。

特に、Eurostat 方式では少子化の影響による児童・生徒

数の減少と学校教育法施行規則に規定される標準授業時

間数の減少の二重の要因から、推計されたアウトプット

は右肩下がりの傾向が強調された結果となった。

次に、質的指標として「全国学力・学習状況調査」の

結果を利用して質調整をおこなったアウトプットを推計

した。しかし、「全国学力・学習状況調査」の利用可能

期間が短いこと、IRT に基づいた調査でないため異なる

時点の結果を比較することは厳密には難しいことなどの

制約があり、必ずしも十分な結果を得ることができなか

った。

既に述べたように、この調査結果をアウトプットの質

の代理指標として使用する場合は、厳密には調査設計そ

のものの改善が必要である。また、平均正答率に影響を

与える教育の質以外の要因をコントロールするためには、

同時に学習環境等のデータを収集する必要もある。

教育の質の代理指標として、こうした調査結果を使用

することは、多様な教育活動のうち学習活動のみを質調

整の対象とするという点で不十分との意見も考えられる。

利用可能なデータの制約もあり、そうした限界があるこ

とは事実であるが、学習活動の質は教育活動の質の重要

な一部であることも確かであろう。したがって、その観

測は、教育のアウトプットの計測を実施していく上で今

後も重要であるとの視点も必要だろう。

教育のアウトプットの計測を検討していくためには、

こうした質調整の方法などの論点を含め、教育の専門家

や現場の担当者などを交えた広い議論が必要である。ま

た、現行のデータの制約に関して整理し、改善方法を検

討する必要がある。

今回の結果を JSNA にどう組み込むかの検討や推計方

法の改善、データの制約に関しての回帰分析などの手法

の活用などは、今後の課題である。
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